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(57)【要約】
【課題】効率的に工具の振れ測定位置を設定することが
できる振れ測定位置設定方法を提供すること。
【解決手段】振れ測定装置２０は、測定範囲ＤＢ３２に
より、複数の工具Ｔのそれぞれにおける振れセンサ２１
の振れ測定値が要件値となる第１の測定位置から、この
振れ測定値が振れセンサ２１の測定限界値となる第２の
測定位置までの範囲を、この複数の工具Ｔの取付位置か
らの距離に対する振れ測定可能範囲Ｄｍとして予め記憶
する。また、振れ測定装置２０は、距離センサ２２によ
り測定された、工具Ｔの取付位置から先端までの距離と
、測定範囲ＤＢ３２に基づいて、振れセンサ２１の工具
Ｔの振れ測定可能範囲Ｄｍを算出し、算出された振れ測
定可能範囲Ｄｍに基づいて、振れセンサ２１の振れ測定
位置を設定する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　工作機械に装着される回転工具の振れをセンサにより測定する振れ測定装置が、前記セ
ンサの振れ測定位置を設定する振れ測定位置設定方法であって、
　前記振れ測定装置は、
　複数の回転工具それぞれにおける、振れ測定値が要件値となる第１の測定位置から、該
振れ測定値が前記センサの測定限界値となる第２の測定位置までの範囲を、前記複数の回
転工具の取付位置からの距離に対する振れ測定可能範囲として予め記憶する範囲記憶手段
を備え、
　前記工作機械に装着される前記回転工具の取付位置から先端までの距離を測定する距離
測定ステップと、
　前記距離測定ステップにおいて測定された前記距離と、前記範囲記憶手段に記憶されて
いる振れ測定可能範囲とに基づいて、前記センサの前記回転工具の振れ測定可能範囲を算
出する範囲算出ステップと、
　前記範囲算出ステップにおいて算出された前記振れ測定可能範囲に基づいて、前記セン
サの前記測定位置を設定する位置設定ステップと、を含む振れ測定位置設定方法。
【請求項２】
　前記振れ測定装置は、前記回転工具の取付位置から先端までの距離を記憶する距離記憶
手段を更に備え、
　前記距離測定ステップにおいて測定された前記距離を、前記距離記憶手段に予め記憶さ
せるステップを更に含み、
　前記範囲算出ステップは、前記距離記憶手段に予め記憶されている前記距離と、前記範
囲記憶手段に記憶されている振れ測定可能範囲とに基づいて、前記センサの前記回転工具
の振れ測定可能範囲を算出する請求項１に記載の振れ測定位置設定方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、振れ測定位置設定方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　マシニングセンタ等の工作機械においては、この工作機械に設けられたモータの回転軸
にドリルやリーマ等の工具を装着し、このモータにより工具を回転させながら工具をワー
クに接触させて、ワークの加工を行う。
【０００３】
　しかしながら、工具の回転軸からの偏心等によって、工具に振れが発生する場合がある
。この振れが予め規定した許容量より大きい場合、ワークの加工精度が低下したり、工具
が破損したりするおそれがある。そこで、ワークの加工前に、工具の振れを測定し、許容
量より小さいか否かを判定する方法が提案されている（例えば、特許文献１参照）。
【０００４】
　ところで、工作機械には、工具の交換を行う工具マガジンを備えているものがある。こ
の工具マガジンは、径や、長さといったサイズの異なる複数の工具を収納する工具ホルダ
を備えており、工作機械の制御部からの指令に応じて、工具マガジンに収納されている工
具を工作機械に装着する。このようにすることで、このような工作機械では、工具マガジ
ンにより自動的に工具の交換を行うことができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００７－１９８９４４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００６】
　ところで、この工具マガジンにより工具の交換を行った場合についても、ワークの加工
精度の低下や、工具の破損を防止するために、工具の振れを測定する必要がある。工具マ
ガジンに収納されている複数の工具は、それぞれサイズや形状等が異なるので、振れを測
定する位置が異なる。また、振れを測定するセンサは、測定限界値を有するので、この測
定限界値よりも振れが大きい位置において、振れを測定する必要がある。このようなこと
から、新規の工具を工具マガジンに収納させる場合には、この新規の工具の振れを測定す
る位置を求める作業が必要となり、この作業が煩雑となっていた。
【０００７】
　本発明は、効率的に工具の振れ測定位置を設定することができる振れ測定位置設定方法
を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の振れ測定位置設定方法は、工作機械（例えば、後述の工作機械）に装着される
回転工具（例えば、後述の工具Ｔ）の振れをセンサ（例えば、後述の振れセンサ２１）に
より測定する振れ測定装置（例えば、後述の振れ測定装置２０）が、前記センサの振れ測
定位置を設定する振れ測定位置設定方法であって、前記振れ測定装置は、複数の回転工具
それぞれにおける、振れ測定値が要件値となる第１の測定位置から、該振れ測定値が前記
センサの測定限界値となる第２の測定位置までの範囲を、前記複数の回転工具の取付位置
からの距離に対する振れ測定可能範囲（例えば、後述の振れ測定可能範囲Ｄｍ）として予
め記憶する範囲記憶手段を備え、前記工作機械に装着される前記回転工具の取付位置から
先端までの距離（例えば、後述のプリセット長Ｄｐ）を測定する距離測定ステップと、前
記距離測定ステップにおいて測定された前記距離と、前記範囲記憶手段に記憶されている
振れ測定可能範囲とに基づいて、前記センサの前記回転工具の振れ測定可能範囲を算出す
る範囲算出ステップと、前記範囲算出ステップにおいて算出された前記振れ測定可能範囲
に基づいて、前記センサの前記振れ測定位置を設定する位置設定ステップと、を含む。
【０００９】
　この発明によれば、振れ測定装置は、範囲記憶手段により、複数の回転工具それぞれに
おけるセンサの振れ測定値が要件値となる第１の測定位置から、この振れ測定値がセンサ
の測定限界値となる第２の測定位置までの範囲を、この複数の回転工具の取付位置からの
距離に対する振れ測定可能範囲として予め記憶する。また、振れ測定装置は、測定された
回転工具の取付位置から先端までの距離と、範囲記憶手段に基づいて、センサの回転工具
の振れ測定可能範囲を算出し、算出された振れ測定可能範囲に基づいて、センサの振れ測
定位置を設定する。
【００１０】
　このようにすることで、振れ測定位置設定方法は、複数の回転工具それぞれにおいて予
め算出されている振れ測定値と、この測定値に対応する測定位置との傾向に基づいて、振
れ測定可能範囲を算出し、この振れ測定可能範囲に基づいて、新規の回転工具の振れ測定
可能範囲を算出することができる。すなわち、振れ測定位置設定方法は、既存の複数の回
転工具のそれぞれにおける振れの傾向に基づいて、新規の回転工具の振れ測定可能範囲を
算出可能とするので、この振れ測定可能範囲が、統計的に振れ測定が可能となる蓋然性が
高いものとなる。したがって、振れ測定位置設定方法は、効率的に工具の振れ測定位置を
設定することができる。
【００１１】
　また、本発明の振れ測定位置設定方法は、前記振れ測定装置が、前記回転工具の取付位
置から先端までの距離を記憶する距離記憶手段を更に備え、前記距離測定ステップにおい
て測定された前記距離を、前記距離記憶手段に予め記憶させるステップを更に含み、前記
範囲算出ステップは、前記距離記憶手段に予め記憶されている前記距離と、前記範囲記憶
手段に記憶されている振れ測定可能範囲とに基づいて、前記センサの前記回転工具の振れ
測定可能範囲を算出することが好ましい。
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【００１２】
　このようにすることで、回転工具を工作機械に取り付けた場合に、距離を測定する必要
がないので、振れセンサの振れ測定位置を設定する時間を短縮することができる。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、効率的に工具の振れ測定位置を設定することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本実施形態に係る振れ測定装置を備える工作機械を部分的に示す図である。
【図２】本実施形態に係るコントローラの構成を示すブロック図である。
【図３】本実施形態に係る工具の突き出し量を変化させて穿孔した場合の、ワークの穴径
変化量を示す図である。
【図４】本実施形態に係る測定結果ＤＢに記憶されている測定値に基づいて作成されるグ
ラフの一例である。
【図５】本実施形態に係る測定範囲ＤＢに記憶されている振れ測定可能範囲に基づいて作
成されるグラフの一例である。
【図６】本実施形態に係る振れセンサの振れ測定位置を設定する処理の流れを示すフロー
チャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明の一実施形態を図面に基づいて説明する。
【００１６】
　図１は、本実施形態に係る振れ測定装置２０を備える工作機械を部分的に示す図である
。工作機械には、スピンドルユニット１０が設けられている。このスピンドルユニット１
０は、スピンドル１１と、モータ１２とを備える。
【００１７】
　スピンドル１１は、モータ１２に連結されているとともに、交換可能な回転工具として
工具Ｔが装着されている。
　この工具Ｔは、図示しない工具マガジンが備える工具ホルダに複数格納されており、こ
の工具ホルダに格納されている工具Ｔのうちのいずれかが工具マガジンによってスピンド
ル１１に装着される。工作機械は、スピンドルユニット１０の位置制御を行いながらモー
タ１２を駆動することにより、スピンドル１１に装着された工具Ｔを図示しないワークに
接触させて、このワークの加工を行う。
【００１８】
　振れ測定装置２０は、スピンドル１１に装着された工具Ｔの振れを測定する振れセンサ
２１と、スピンドル１１に装着された工具Ｔの取付位置から先端までの距離を測定する距
離センサ２２と、この振れ測定装置２０の全体を制御するコントローラ３０とを備える。
【００１９】
　振れセンサ２１は、コントローラ３０に接続されており、このコントローラ３０による
制御によって、スピンドル１１に装着された工具Ｔの所定位置における振れを測定する。
また、振れセンサ２１は、測定値をコントローラ３０に供給する。
　距離センサ２２は、コントローラ３０に接続されており、このコントローラ３０による
制御によって、スピンドル１１に装着された工具Ｔの取付位置、すなわち、スピンドル１
１がモータ１２に連結されている位置から、工具Ｔの先端までの距離をプリセット長Ｄｐ

として測定する。また、距離センサ２２は、測定値をコントローラ３０に供給する。
【００２０】
　図２は、本実施形態に係るコントローラ３０の構成を示すブロック図である。
　コントローラ３０は、メモリ、ハードディスクドライブ等により構成される記憶部と、
ＣＰＵ（Ｃｅｎｔｏｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）等により構成される制御
部を備える。コントローラ３０は、記憶部として、測定結果データベース（以下、データ
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ベースをＤＢという）３１と、範囲記憶手段としての測定範囲ＤＢ３２とを備える。また
、コントローラ３０は、制御部として、範囲算出部３３と、位置制御部３４とを備える。
【００２１】
　測定結果ＤＢ３１は、複数の工具Ｔそれぞれの、振れセンサ２１の振れ測定位置と、こ
の振れ測定位置における振れセンサ２１の測定値とを関連付けて予め記憶する。
【００２２】
　測定範囲ＤＢ３２は、複数の工具Ｔそれぞれにおける、振れセンサ２１の振れ測定値が
要件値となる第１の測定位置から、この振れ測定値が振れセンサ２１の測定限界値となる
第２の測定位置までの範囲を、この複数の工具Ｔの取付位置からの距離に対する振れ測定
可能範囲として予め記憶する。すなわち、測定範囲ＤＢ３２は、第１の測定位置から第２
の測定位置までの範囲を、第１の測定位置を工具Ｔの先端とした場合の振れ測定可能範囲
Ｄｍとして予め記憶する。
【００２３】
　ここで、本実施形態では、測定限界値が１５μｍであるものとする。
　また、要件値は、振れ検出能力であり、予めワークに対してサイズが異なる複数の工具
Ｔで突き出し量を変化させて穿孔した場合に、許容されている穴径を超えて径大が発生し
たときの、工具Ｔの先端の振れ量よりも小さい値である。
【００２４】
　図３は、工具Ｔのスピンドル１１からの突き出し量を変化させて穿孔した場合の、ワー
クの穴径変化量を示す図である。具体的には、図３は、径１６ｍｍ、突き出し６０ｍｍで
穿孔した場合と、径１６ｍｍ、突き出し３０ｍｍで穿孔した場合の穴径変化量を示す図で
ある。
【００２５】
　図３に示される横軸は穴番号であり、縦軸は穴径変化量である。穴番号（０－１，０－
２，・・・）は、工具Ｔのプリセット時の先端振れ量と、この先端振れ量における試行回
数を示している。例えば、穴番号（２０－１）は、プリセット時の先端振れ量が２０μｍ
の工具Ｔによって１回目に穿孔したものであることを示す。
【００２６】
　また、図３では、穴径の変化量の許容値を１０μｍと規定しており、プリセット時の先
端振れ量が３０μｍで穿孔した場合に、穴径の変化量が、この許容値を超えていることが
確認できる。よって、要件値は、先端振れ量が３０μｍよりも小さい値に設定され、本実
施形態では、２０μｍに設定されるものとする。
【００２７】
　上述の振れ測定可能範囲Ｄｍの算出及び測定範囲ＤＢ３２への記憶は、制御部により行
われる。以下に、制御部により、測定範囲ＤＢ３２に振れ測定可能範囲Ｄｍが記憶される
流れについて説明する。
【００２８】
　図４は、測定結果ＤＢ３１に記憶されている測定値に基づいて作成されるグラフの一例
である。図４に示される横軸は工具Ｔとしての基準バー及び実ツールの取付位置から振れ
センサ２１の測定位置までの距離であり、縦軸は、振れセンサ２１の測定値である。
【００２９】
　まず、制御部は、測定結果ＤＢ３１に記憶されているそれぞれの工具Ｔごとに、測定値
の回帰直線を生成する。図４では、回帰直線Ｌ１～Ｌ７が生成されていることが確認でき
る。続いて、制御部は、これらの回帰直線について、要件値（２０μｍ）（図４の線ＬＵ

）と交差する点に対応する測定位置から、測定限界値（１５μｍ）（図４の線ＬＬ）と交
差する点に対応する測定位置までを、要件値（２０μｍ）が交差する点における距離をプ
リセット長Ｄｐとした場合の振れ測定可能範囲Ｄｍとする。
【００３０】
　つまり、回帰直線上の値が要件値（２０μｍ）と一致する点に対応する位置（図４の横
軸の値）を、この要件値を満たす工具Ｔの先端の位置と仮定した場合、この工具Ｔの振れ
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の傾向が回帰直線に従うとすると、この工具Ｔにおける測定限界位置は、回帰直線上の値
が測定限界値（１５μｍ）と一致する点に対応する位置となる。すなわち、新たに振れを
測定したい工具Ｔの振れ測定可能位置を算出するために、制御部により、回帰直線上の値
が要件値と一致する点から測定限界値（１５μｍ）と一致する点までの範囲を振れ測定可
能範囲Ｄｍとして算出する。
【００３１】
　例えば、回帰直線Ｌ１は、距離Ｄ１（第２の測定位置）において線ＬＬと交差し、距離
Ｄ２（第１の測定位置）において線ＬＵと交差している。よって、工具Ｔのプリセット長
Ｄｐが距離Ｄ２の場合の振れ測定可能範囲Ｄｍは、第１の測定位置から第２の測定位置ま
での範囲、すなわち、距離（Ｄ２－Ｄ１）から、距離Ｄ２までとなる。つまり、工具Ｔの
プリセット長Ｄｐが距離Ｄ２の場合、回帰直線Ｌ１に従って、この工具Ｔの振れセンサ２
１による測定限界値に対応する測定位置が、距離（Ｄ２－Ｄ１）とされる。
【００３２】
　続いて、制御部は、上述のようにして算出された振れ測定可能範囲Ｄｍについて、この
振れ測定可能範囲Ｄｍに対応するプリセット長Ｄｐと対応付けて測定範囲ＤＢ３２に記憶
させる。
【００３３】
　図２に戻り、範囲算出部３３は、距離センサ２２において測定された、工作機械に装着
される工具Ｔの取付位置から先端までの距離（プリセット長Ｄｐ）と、測定範囲ＤＢ３２
に記憶されている振れ測定可能範囲Ｄｍと、に基づいて、振れセンサ２１の、工具Ｔにお
ける振れ測定可能範囲Ｄｍを算出する。
【００３４】
　範囲算出部３３の具体的な処理について、図５を参照しながら説明する。
　図５は、測定範囲ＤＢ３２に記憶されている振れ測定可能範囲Ｄｍに基づいて作成され
るグラフの一例である。図５に示される横軸は工具Ｔのプリセット長Ｄｐであり、縦軸は
振れ測定可能範囲Ｄｍ、すなわち工具Ｔの先端から取付位置に向かって測定可能な範囲で
ある。図５では、プリセット長Ｄｐに対応する振れ測定可能範囲Ｄｍが複数の点で示され
ていることが確認できる。
【００３５】
　まず、範囲算出部３３は、測定範囲ＤＢ３２に記憶されている振れ測定可能範囲Ｄｍに
基づいて、プリセット長Ｄｐと振れ測定可能範囲Ｄｍとの回帰直線の傾きα及び切片βを
予め算出し、図５に示すような回帰直線を生成する。この傾きα及び切片βは、例えば最
小二乗法により算出される。任意のプリセット長Ｄｐをｘ、任意のプリセット長Ｄｐに対
応する振れ測定可能範囲Ｄｍをｙとすると、回帰直線は、以下の（１）式で表される。な
お、本実施形態では、範囲算出部３３は、（１）式を予め算出することとしたが、これに
限らず、振れセンサ２１の振れ測定位置を設定するたびに、算出するようにしてもよい。
【００３６】
【数１】

【００３７】
　続いて、範囲算出部３３は、（１）式に対して、距離センサ２２により測定されたプリ
セット長Ｄｐを代入し、このプリセット長Ｄｐに対応する振れ測定可能範囲Ｄｍを算出す
る。
【００３８】
　位置制御部３４は、範囲算出部３３により算出された振れ測定可能範囲に基づいて、振
れセンサ２１の振れ測定位置を設定する。
【００３９】
　続いて、図６を参照して、振れセンサ２１の振れ測定位置を設定する処理の流れについ
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て説明する。
　図６は、本実施形態に係る振れセンサ２１の振れ測定位置を設定する処理の流れを示す
フローチャートである。なお、この処理は、スピンドル１１に対して、工具Ｔが装着され
たことに応じて行われる。
【００４０】
　ステップＳ１では、制御部は、距離センサ２２を制御して、工具Ｔの取付位置から、こ
の工具Ｔの先端までの距離をプリセット長Ｄｐとして測定する。
【００４１】
　ステップＳ２では、範囲算出部３３は、ステップＳ１において測定されたプリセット長
Ｄｐと、測定範囲ＤＢ３２に記憶されている振れ測定可能範囲Ｄｍに基づいて、振れセン
サ２１の工具Ｔにおける振れ測定可能範囲Ｄｍを算出する。
【００４２】
　ステップＳ３では、位置制御部３４は、ステップＳ２において算出された振れ測定可能
範囲Ｄｍに基づいて、振れセンサ２１の振れ測定位置を設定する。
【００４３】
　本実施形態によれば、以下のような効果がある。
　（１）振れ測定装置２０は、測定範囲ＤＢ３２により、複数の工具Ｔそれぞれにおける
振れセンサ２１の振れ測定値が要件値となる第１の測定位置から、この振れ測定値が振れ
センサ２１の測定限界値となる第２の測定位置までの範囲を、この複数の工具Ｔの取付位
置からの距離に対する振れ測定可能範囲Ｄｍとして予め記憶する。また、振れ測定装置２
０は、距離センサ２２により測定されたプリセット長Ｄｐと、測定範囲ＤＢ３２に基づい
て、振れセンサ２１の工具Ｔの振れ測定可能範囲Ｄｍを算出し、算出された振れ測定可能
範囲Ｄｍに基づいて、振れセンサ２１の振れ測定位置を設定する。
【００４４】
　このようにすることで、振れ測定装置２０は、複数の工具Ｔそれぞれについて予め算出
されている振れ測定値と、この測定値に対応する振れ測定位置との傾向に基づいて、振れ
測定可能範囲Ｄｍを算出し、この振れ測定可能範囲Ｄｍに基づいて、新規の工具Ｔの振れ
測定可能範囲Ｄｍを算出することができる。すなわち、振れ測定装置２０は、既存の複数
の工具Ｔのそれぞれにおける振れの傾向に基づいて、新規の工具Ｔの振れ測定可能範囲Ｄ

ｍを算出可能とするので、この振れ測定可能範囲Ｄｍが、統計的に振れ測定が可能となる
蓋然性が高いものとなる。ところで、工具Ｔは、先端に刃が形成されており、振れセンサ
２１によって、先端の振れが測定できない状態であるので、工具Ｔごとに、測定可能位置
を設定する必要がある。これに対して、振れ測定装置２０は、工具Ｔのプリセット長Ｄｐ

に基づいて振れセンサ２１の振れ測定位置を設定することができるので、振れ測定装置２
０は、効率的に工具Ｔの振れ測定位置を設定することができる。
【００４５】
　以上、好適な実施形態について説明したが、本発明は前述した実施形態に限定されるこ
となく種々の形態で実施することができる。また、前述の実施形態に記載された効果は、
本発明から生じる最も好適な効果を列挙したに過ぎず、本発明による効果は、前述のもの
に限定されない。
【００４６】
　本実施形態では、振れ測定装置２０は、スピンドル１１に対して工具Ｔが装着されたこ
とに応じて、距離センサ２２を制御して、工具Ｔの取付位置から、この工具Ｔの先端まで
の距離をプリセット長Ｄｐとして測定し、この測定されたプリセット長と、測定範囲ＤＢ
３２に記憶されている振れ測定可能範囲Ｄｍに基づいて、振れセンサ２１の工具Ｔにおけ
る振れ測定可能範囲Ｄｍを算出することとしたが、これに限らない。例えば、予め距離セ
ンサにより、工具Ｔの取付位置から、この工具Ｔの先端までの距離をプリセット長Ｄｐと
して測定して、距離記憶手段としての振れ測定装置２０の記憶部に記憶させておき、この
工具Ｔを工作機械に取り付けた場合に、記憶部に記憶されているプリセット長Ｄｐと測定
範囲ＤＢ３２に基づいて、振れセンサ２１の工具Ｔの振れ測定可能範囲Ｄｍを算出するよ
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うにしてもよい。
【００４７】
　また、この場合、工具Ｔに対して識別情報を設けておき、制御部は、この識別情報に基
づいて、工作機械に取り付ける工具Ｔのプリセット長Ｄｐを記憶部から取得する。
　また、工具Ｔのプリセット長Ｄｐの測定は、振れ測定装置２０に設けられている距離セ
ンサ２２とは異なる距離センサにより行うこととしてもよい。
　このようにすることで、工具Ｔを工作機械に取り付けた場合に、距離センサ２２を駆動
して、プリセット長Ｄｐを測定する必要がないので、振れセンサ２１の振れ測定位置を設
定する時間を短縮することができる。
【符号の説明】
【００４８】
　２０　振れ測定装置
　２１　振れセンサ（センサ）
　３０　コントローラ
　３２　測定範囲ＤＢ（範囲記憶手段）
　Ｔ　工具（回転工具）

【図１】 【図２】

【図３】
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【図６】
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